
 

「千葉市文化財保存活用地域計画」の作成について 

 

１ 経緯 

平成３０年６月の文化財保護法の改正により、都道府県による「文化財保存活用大綱」の策定、

市町村が作成する「文化財保存活用地域計画」の文化庁長官による認定が制度化された。本市にお

いても「千葉市文化財保存活用地域計画」作成に向けた検討を行い、令和３年度は作成着手に向け

た準備作業として、これまでに実施された既存文化財調査記録の内容整理や本市の文化財施策上の

課題抽出、作成体制および作成スケジュールの検討等を行った。 

 

２ 現状と課題 

（１） 既存文化財調査記録の内容整理 

千葉市域における各種文化財（有形・無形・民俗等）の悉皆確認調査は、概ね一度は実

施されているが、特に建造物（社寺・古民家・石造物、近代建造物）等の分野においては、

調査の実施から年月が経っており、所在・現況の追加確認調査が必要である。 

 

（２） 文化財施策上の課題 

 これまで、加曽利貝塚や歴史的建造物など、特定の文化財に対する事業計画は作成され

てきたものの、文化財施策の総合的な計画は定められていない。本市における歴史文化の

特徴の整理などを行い、本市の文化財施策の根幹となる指針を定め、市内に所在する文化

財を計画的に保存・活用を行う必要がある。 

また、市内には市民にその存在や価値が知られていない文化財も多く存在する。指定・

登録・未指定を問わず、文化財を市民により身近に感じてもらうための仕組みを検討する

必要がある。 

 

３ 作成体制（案） 

  地域計画の作成においては、文化財の所有者、市民団体、商工関係団体、観光関係団体等を構成員

とする協議会（文化財保護法１８３条の９に規定）を設立し、同協議会を計画の作成主体とすること

で、多様な意見を取り入れた計画の作成を行う。また、市民を対象とした講座やワークショップなど

を開催し、文化財の保存・活用への市民意識を高めるとともに、市民意見を聴取し、計画に反映させ

る。なお、作成の過程において本審議会に定期的に報告を行い、審議会からの助言・指導を得ながら

作成を進める。 

 

 

資 料 ５ 



 

作成体制（案）のイメージ図 

      

 

 

４ 作成スケジュール（案） 

作成期間：令和４～６年度の３年間 （令和６年１２月認定を予定） 

※詳細は別紙のとおり 
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別紙 作成スケジュール（案）のイメージ 
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